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アンケート調査の概要
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【調査方法】

インターネット調査（株式会社マクロミルに委託して実施）

【調査対象者】

教育資金贈与信託の受益者の親権者等

【回答者数】

17,415名

【調査協力会社】

三井住友信託銀行株式会社、三菱UFJ信託銀行株式会社、

みずほ信託銀行株式会社、株式会社りそな銀行



本制度について、教育に「大いに寄与している（する）と思う」が88.0%、「多少寄与している（する）と思う」が10.2%。

１．教育への寄与

大いに寄与している

（する）と思う, 88.0%

多少寄与している

（する）と思う, 10.2%

あまり寄与して

いない（しない）

と思う, 1.8%

Q.この商品（制度）は、お子さま（贈与を受けたお子さまがご回答者さまの場合はご本人）の教育に寄与している
（する）と思いますか。

98.2%
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ほぼ全ての利用者が、本制度が教育に寄与していると回答しており、教育機会の充実や人材育成への
貢献度は高い。
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２．教育への寄与の具体的内容

教育資金に係る家計の負担が軽くなった（なる） 
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昨今の物価上昇等で経済の状況が不安定であっても
お子さまの教育費を安心して支出できると感じる

お子さまの将来の選択肢（進学先等）が広がるなどに
より、学びの支援が充実することが期待できる

一括して贈与を受けたので、将来の生計の
見通しが立てやすくなった（なる）

一括して贈与を受けたので、教育資金を都度援助して
もらう必要がなくなった（なくなる）ことからお子さまの

教育の計画を立てやすくなった（なる）

その他

79.9%が「教育資金に係る家計の負担が軽くなった（なる）」と回答。また、55.7%が「将来の選択肢（進学先等）が
広がるなどにより、学びの支援が充実することが期待できる」、48.1%が「将来の生計の見通しが立てやすくなった
（なる）」と回答。

Q.具体的にはどのような点が、お子さま（贈与を受けたお子さまがご回答者さまの場合はご本人）の教育に寄与
 している（する）と思いますか。（いくつでも） 

利用者の約8割が教育資金に係る生計の負担が軽くなったと回答、約5割が将来の選択肢を広げることが
できると回答するなど、政策目的である消費の活性化と教育機会の充実に寄与している。

消費の活性化

教育機会の充実

教育機会の充実

教育機会の充実

消費の活性化


Graph1

		その他		その他

		新型コロナウイルス感染症の影響等で経済の状況が不安定であっても、お子さまの教育費を安心して支出できると感じる		新型コロナウイルス感染症の影響等で経済の状況が不安定であっても、お子さまの教育費を安心して支出できると感じる

		一括して贈与を受けたので、教育資金を都度援助してもらう必要がなくなった（なくなる）ことからお子さまの教育の計画を立てやすくなった（なる）		一括して贈与を受けたので、教育資金を都度援助してもらう必要がなくなった（なくなる）ことからお子さまの教育の計画を立てやすくなった（なる）

		一括して贈与を受けたので、将来の生計の見通しが立てやすくなった（なる）		一括して贈与を受けたので、将来の生計の見通しが立てやすくなった（なる）

		お子さまの将来の選択肢（進学先等）が広がることが期待できる		お子さまの将来の選択肢（進学先等）が広がることが期待できる

		教育資金に係る生計の負担が軽くなった（なる）		教育資金に係る生計の負担が軽くなった（なる）



列2

列3

0.007

0.993

0.324

0.676

0.403

0.597

0.481

0.519

0.557

0.443

0.799

0.201



Sheet1

		

		列1		列2		列3
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		新型コロナウイルス感染症の影響等で経済の状況が不安定であっても、お子さまの教育費を安心して支出できると感じる		32.4%		67.6%

		一括して贈与を受けたので、教育資金を都度援助してもらう必要がなくなった（なくなる）ことからお子さまの教育の計画を立てやすくなった（なる） イッカツ		40.3%		59.7%
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３．本制度の申込み理由
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申込み理由については、71.1%が「教育に寄与するから」と回答。また、約4割が「煩雑な都度の贈与をせずに一括
贈与できるから」「使途を教育目的に限定し、贈与ができるから」と回答。

Q.あなたのご両親等（贈与を受けたお子さまがご回答者さまの場合はご祖父母等）がこの商品（制度）の契約を
決断した理由は何だと思いますか。（いくつでも）

制度の申込み理由として7割以上が教育への寄与と回答しており、孫の教育支援に対して祖父母世代の関心
が高いことがうかがえる。

3.0%

3.6%

15.8%

37.7%

38.6%

71.1%

0% 20% 40% 60% 80%

お子さま（贈与を受けたお子さまが回答者さま
の場合はご本人）の教育に寄与するから

煩雑な都度の贈与をせずに、
一括贈与ができるから

使途を教育目的に限定し、贈与ができるから

非課税措置の適用期限が間近になり、
廃止の可能性があると思ったから

その他

わからない
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		お子さま（贈与を受けたお子さまが回答者さまの場合はご本人）の教育に寄与するから コゾウヨウコカイトウシャバアイホンニンキョウイクキヨ		71.1%		28.9%







3.7%

3.8%

5.0%

10.0%

12.5%

17.1%

20.9%

32.3%

46.6%

52.3%

55.1%

56.6%

61.6%

0% 20% 40% 60% 80%

その他

専修学校専門課程（専門学校）・各種学校の学費

高等専門学校の学費

大学院の学費

海外留学の費用

資格試験の費用

幼稚園・保育園等の学費

小学校の学費

中学校の学費

習い事の費用

高等学校の学費

大学・短期大学の学費

塾・予備校の費用

４．教育資金の使途
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「塾・予備校の費用」「大学・短期大学の学費」「高等学校の学費」「習い事の費用」との回答がいずれも5割以上。
「中学校の学費」が4割以上、「小学校の学費」が3割以上。

Q.この商品（制度）により、一括贈与を受けた資金の使途（予定含む）について、あてはまるものをすべて教えてくだ
さい。（いくつでも）

高等教育を中心に、小学校から大学・大学院までの学費に幅広く利用されており、さらには学校外の費用
にも多く利用されるなど、教育機会の充実や人材育成等に寄与している。
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		その他 タ		3.7%		96.3%

		専修学校専門課程（専門学校）・各種学校の学費		3.8%		96.2%

		高等専門学校の学費		5.0%		95.0%

		大学院の学費		10.0%		90.0%

		海外留学の費用		12.5%		87.5%

		資格試験の費用		17.1%		82.9%

		幼稚園・保育園等の学費		20.9%		79.1%

		小学校の学費		32.3%		67.7%

		中学校の学費		46.6%		53.4%

		習い事の費用		52.3%		47.7%				大学・短期大学の学費
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５-１．負担軽減に伴う資金の利用方法
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教育費の負担軽減により、利用者の63.1%は「さらに充実した教育を受けさせたい（受けたい）」と回答。また、約4割
が「将来に備えて資産形成を行いたい」「他の支出に充てたい」と回答。

Q.この商品（制度）によって教育資金の負担が軽くなった分を、どのように利用したいと思いますか。（いくつでも）

本制度の利用による教育費の負担軽減が、さらなる教育機会の充実及び教育費以外への支出による
消費活性化に寄与しているとともに、将来の支出に備えた資産形成にもつながっていることが見てとれる。

1.4%

38.9%

39.4%

63.1%

0% 20% 40% 60% 80%

さらに充実した教育を受けさせたい（受けたい）

将来に備えて資産形成を行いたい

他の支出に充てたい（生活費、旅行・レジャー等遊興費、
耐久消費財（家具、家電、自動車等）、住宅の取得・増改築等）

その他
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		その他		1.4%		98.6%
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５-２．負担軽減に伴う資金の利用方法（教育費）
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負担軽減に伴う資金の利用方法について「さらに充実した教育を受けさせたい」と回答した利用者のうち、48.7%が
「海外留学の費用」と回答。 「大学・短期大学の学費」「塾・予備校の費用」「資格試験の費用」との回答も4割以上。

Q. （５-１．で「さらに充実した教育を受けさせたい（受けたい）」と答えた回答者に質問）具体的にどのような費用に
支出しますか。（いくつでも）

本制度の利用による教育費の負担軽減は、海外留学の費用や将来の大学進学への備えを充実させること等に
つながっている。
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		大学院の学費 ダイガクイン		30.1%		69.9%

		習い事の費用 ナラゴト		39.6%		60.4%

		資格試験の費用		41.9%		58.1%

		塾・予備校の費用 ジュクヨビコウ		44.9%		55.1%

		大学・短期大学の学費 ダイガクタンキダイガクガクヒ		47.0%		53.0%				大学・短期大学の学費

		海外留学の費用		48.7%		51.3%







５-３．負担軽減に伴う資金の利用方法（消費支出）
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負担軽減に伴う資金の利用方法について「他の支出に充てたい」と回答した利用者のうち、69.3%が「生活費」と
回答。また、「旅行・レジャー費等遊興費」との回答が56.2%、「耐久消費財」との回答が35.4%。

Q. （５-１．で「他の支出に充てたい」と答えた回答者に質問）具体的に何に使いたいですか。（いくつでも）

本制度の利用による教育費の負担軽減により、生活費など様々な支出が増加し、消費活性化につながって
いる。
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		その他		2.0%		98.0%
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		旅行・レジャー等遊興費		56.2%		43.8%

		生活費		69.3%		30.7%







５-４．負担軽減に伴う資金の利用方法（資産形成）

73.4%

56.0%

9

負担軽減に伴う資金の利用方法について「将来に備えて資産形成を行いたい」と回答した利用者のうち、69.1%が
「投資信託」、49.2%が「株式」と回答。

Q. （５-１．で「将来に向けて資産形成を行いたい」と答えた回答者に質問）資産形成にあたってどのような運用方法
を予定していますか。（いくつでも）

本制度の利用による教育費の負担軽減は、将来に備えた資産形成を支援し、家計の安定や生活水準の向上、
さらには経済全体の活性化にもつながることが期待される。

10.7%

22.9%

26.5%

49.2%

69.1%

0% 20% 40% 60% 80%

その他

債券（国債、社債等）

生命保険

株式

投資信託


Graph1

		その他		その他

		債券（国債、社債等）		債券（国債、社債等）

		生命保険		生命保険

		株式		株式

		投資信託		投資信託



列2

列3

0.107

0.893

0.229

0.771

0.265

0.735

0.492

0.508

0.691

0.309
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		列1		列2		列3

		その他		10.7%		89.3%

		債券（国債、社債等） サイケン		22.9%		77.1%

		生命保険 セイメイホケン		26.5%		73.5%

		株式 カブシキ		49.2%		50.8%

		投資信託 トウシシンタク		69.1%		30.9%







5.6%

6.7%

30.7%

49.4%

62.0%

0% 20% 40% 60% 80%

その他

借入により賄った

進学や学びなおし、習い事を諦めた

教育に要する費用を節約した

他の支出を減らした

６-１．本制度がなかった場合の影響
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本制度がなかった場合の影響について、62.0%が「他の支出を減らした」、 49.4% が「教育に要する費用を節約した」
と回答。また、「進学や学びなおし、習い事を諦めた」との回答も30.7%。

Q.仮にこの商品（制度）がなかった場合、教育にどのような影響があったと思いますか。（いくつでも）

本制度があることで、他の支出を減らしたり、教育に要する費用を節約する必要がなくなり、消費活性化
や教育機会の充実につながっていることが見てとれる。


Graph1

		その他		その他

		借入により賄った		借入により賄った

		進学や学びなおし、習い事を諦めた		進学や学びなおし、習い事を諦めた

		教育に要する費用を節約した		教育に要する費用を節約した

		他の支出を減らした		他の支出を減らした
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列3

0.056

0.944

0.067

0.933

0.307

0.693

0.494

0.506

0.62
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		列1		列2		列3

		その他		5.6%		94.4%

		借入により賄った カリイレマカナ		6.7%		93.3%

		進学や学びなおし、習い事を諦めた シンガクマナナラゴトアキラ		30.7%		69.3%

		教育に要する費用を節約した キョウイクヨウヒヨウセツヤク		49.4%		50.6%

		他の支出を減らした ホカシシュツヘ		62.0%		38.0%







６-２．本制度がなかった場合の影響（教育費の節約）
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本制度がなかった場合に「教育に要する費用を節約した」と回答した利用者が節約する費用は、「塾・予備校」
 （64.8%）と「習い事」（63.0%）が多く、そのほか、「海外留学」 「大学」 （16.5%）、「高等学校」（15.4%）の費用など。

Q. （６-１．で「教育に要する費用を節約した」と答えた回答者に質問）具体的には、何に要する費用を節約しました
か。（いくつでも）

本制度があることで、教育に要する費用を節約せず、教育機会をより充実させることができている。

1.5%

1.9%

2.0%

4.0%

5.6%

5.9%

10.9%

13.9%

15.4%

16.5%

16.5%

63.0%

64.8%

0% 20% 40% 60% 80%

その他

専修学校専門課程（専門学校）・各種学校の学費

高等専門学校の学費

幼稚園・保育園等の学費

小学校の学費

大学院の学費

資格試験の費用

中学校の学費

高等学校の学費

大学・短期大学の学費

海外留学の費用

習い事の費用

塾・予備校の費用


Graph1

		その他		その他

		専修学校専門課程（専門学校）・各種学校の学費		専修学校専門課程（専門学校）・各種学校の学費

		高等専門学校の学費		高等専門学校の学費

		幼稚園・保育園等の学費		幼稚園・保育園等の学費

		小学校の学費		小学校の学費

		大学院の学費		大学院の学費

		資格試験の費用		資格試験の費用

		中学校の学費		中学校の学費

		高等学校の学費		高等学校の学費

		大学・短期大学の学費		大学・短期大学の学費

		海外留学の費用		海外留学の費用

		習い事の費用		習い事の費用

		塾・予備校の費用		塾・予備校の費用
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列3

0.015

0.985

0.019

0.981
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0.056

0.944

0.059
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0.109
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0.139
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0.154

0.846

0.165

0.835

0.165

0.835
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0.37

0.648

0.352
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		列1		列2		列3

		その他 タ		1.5%		98.5%

		専修学校専門課程（専門学校）・各種学校の学費 センモンカテイ		1.9%		98.1%

		高等専門学校の学費		2.0%		98.0%

		幼稚園・保育園等の学費		4.0%		96.0%

		小学校の学費		5.6%		94.4%

		大学院の学費		5.9%		94.1%

		資格試験の費用		10.9%		89.1%

		中学校の学費		13.9%		86.1%

		高等学校の学費		15.4%		84.6%

		大学・短期大学の学費		16.5%		83.5%				大学・短期大学の学費

		海外留学の費用		16.5%		83.5%

		習い事の費用		63.0%		37.0%

		塾・予備校の費用		64.8%		35.2%







６-３．本制度がなかった場合の影響（教育機会の喪失）
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本制度がなかった場合に「進学や学びなおし、習い事を諦めた」と回答した利用者は、「習い事」（67.4%）や「塾・
予備校の受講」（59.5%）を諦めたとの回答が多く、そのほかは、「海外留学」（23.1%）、 「大学への進学」（13.4%） 、
「資格試験の受験」（12.1%）など。

Q. （６-１．で「進学や学びなおし、習い事を諦めた」と答えた回答者に質問）具体的には、何を諦めましたか。
（いくつでも）

利用者は、本制度があることで、諦める必要のあった教育機会を得ることができている。

4.9%

1.1%

3.0%

3.0%

10.5%

12.1%

13.4%

23.1%

59.5%

67.4%

0% 20% 40% 60% 80%

その他

高等専門学校への進学

専修学校専門課程（専門学校）・各種学校への進学

高等学校への進学

大学院への進学

資格試験の受験

大学・短期大学への進学

海外留学

塾・予備校の受講

習い事
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		その他		その他

		高等専門学校への進学		高等専門学校への進学

		専修学校専門課程（専門学校）・各種学校への進学		専修学校専門課程（専門学校）・各種学校への進学

		高等学校への進学		高等学校への進学

		大学院への進学		大学院への進学

		資格試験の受験		資格試験の受験

		大学・短期大学への進学		大学・短期大学への進学

		海外留学		海外留学

		塾・予備校の受講		塾・予備校の受講

		習い事		習い事
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0.049

0.951

0.011

0.989
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0.121
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0.134
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0.595

0.405

0.674

0.326
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		列1		列2		列3

		その他 タ		4.9%		95.1%				高等学校への進学		2.0

		高等専門学校への進学		1.1%		98.9%				高等専門学校への進学		0.5

		専修学校専門課程（専門学校）・各種学校への進学 センモンカテイ		3.0%		97.0%				大学・短期大学への進学		10.6

		高等学校への進学		3.0%		97.0%				大学院への進学		8.4

		大学院への進学		10.5%		89.5%				専修学校（専門学校）・各種学校への進学		2.3

		資格試験の受験		12.1%		87.9%				資格試験の受験		10.7

		大学・短期大学への進学		13.4%		86.6%				海外留学		19.2

		海外留学		23.1%		76.9%				塾・予備校の受講		56.0

		塾・予備校の受講		59.5%		40.5%				習い事		70.4

		習い事		67.4%		32.6%				その他		6.0







７．物価上昇による学費の負担感の変化
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昨今の物価上昇の影響による学費の負担感について、回答者の約8割が、「これから学費の負担感が大きくなる
恐れがある」あるいは 「学費の負担感が大きくなった」と回答。

Q.昨今の物価上昇の影響により、家計における学費の負担感に変化があった、または今後変化があると考えます
か。

昨今の物価上昇の影響により、学費の負担感が大きくなり、またはその恐れがある中で、利用者の負担を
軽減するものとして本制度は有用であると考えられる。

41.6%

35.1%

20.9%

2.4%
これから学費の負担感が大きくなる恐れがある

学費の負担感が大きくなった

学費の負担感は変わっていない

その他

76.7%


Graph1

		これから学費の負担感が大きくなる恐れがある

		学費の負担感が大きくなった

		学費の負担感は変わっていない

		その他



7.9%

0.416

0.351

0.209

0.024
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		これから学費の負担感が大きくなる恐れがある		41.6%

		学費の負担感が大きくなった		35.1%

		学費の負担感は変わっていない		20.9%

		その他 タ		2.4%







８．公的支援の受給状況
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約9割が「特に支援は受けていない」と回答。

Q.お子さま（贈与を受けたお子さまがご回答者さまの場合はご本人）が受給している公的支援について教えて
 ください。（いくつでも）

本制度の利用者の大宗が公的支援を受けておらず、本制度は、公的制度を補完していると考えられる。

91.7%

5.6%

1.8% 1.4%

特に支援は受けていない

国の高等教育の修学支援新制度により、授業料・入学

金の減免やJASSOの給付型奨学金を受けている

JASSO以外の地方自治体や民間企業等による奨学金

等の支給・給付を受けている

JASSOの貸与奨学金（無利子・有利子）の貸与を受け

ている

※JASSO…日本学生支援機構


Graph1

		特に支援は受けていない

		国の高等教育の修学支援新制度により、授業料・入学金の減免やJASSOの給付型奨学金を受けている

		JASSO以外の地方自治体や民間企業等による奨学金等の支給・給付を受けている

		JASSOの貸与奨学金（無利子・有利子）の貸与を受けている



91.7%

7.9%

0.917

0.056

0.018

0.014
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		特に支援は受けていない トクシエンウ		91.7%

		国の高等教育の修学支援新制度により、授業料・入学金の減免やJASSOの給付型奨学金を受けている		5.6%

		JASSO以外の地方自治体や民間企業等による奨学金等の支給・給付を受けている		1.8%

		JASSOの貸与奨学金（無利子・有利子）の貸与を受けている タイヨショウガクキンムリシユウリシタイヨウ		1.4%







９．大学・短期大学等における教育費の負担
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利用者のうち大学・短期大学等に通う学生の親（あるいは本人）の57.5%が「授業料・入学金の減免や奨学金の
給付がなく、授業料、教材費等の負担があると感じている」と回答。
授業料等の減免や奨学金給付があっても「教材費等の他の教育費の負担があると感じている」との回答も15.4%。

Q.大学・短期大学等における教育費の負担についてどのようにお考えですか。

利用者のうち大学・短期大学に通う学生の親（あるいは本人）の約7割が、大学・短期大学等の教育費に
対して負担を感じている。

57.5%
21.4%

15.4%

5.8%

授業料・入学金の減免や奨学金の給付がなく、

授業料、教材費等の負担があると感じている

授業料・入学金の減免や奨学金の給付がないが、教育費の負担は感じない

授業料・入学金の減免や奨学金の給付はあるが、教材費等の他の教育費の

負担があると感じている

授業料・入学金の減免や奨学金の給付により、

教育費の負担は感じない


Graph1

		授業料・入学金の減免や奨学金の給付がなく、
授業料、教材費等の負担があると感じている

		授業料・入学金の減免や奨学金の給付がないが、教育費の負担は感じない

		授業料・入学金の減免や奨学金の給付はあるが、教材費等の他の教育費の負担があると感じている

		授業料・入学金の減免や奨学金の給付により、
教育費の負担は感じない



57.5%

0.575

0.214

0.154

0.058
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		授業料・入学金の減免や奨学金の給付がなく、
授業料、教材費等の負担があると感じている		57.5%

		授業料・入学金の減免や奨学金の給付がないが、教育費の負担は感じない		21.4%

		授業料・入学金の減免や奨学金の給付はあるが、教材費等の他の教育費の負担があると感じている		15.4%

		授業料・入学金の減免や奨学金の給付により、
教育費の負担は感じない		5.8%







34.9%

24.0%

21.8%

10.1%

9.2%

高等学校等就学支援金の対象でなく、授業料や他の

教育費の負担があると感じている

高等学校等就学支援金により授業料の支援を受けて

いるが、授業料の一部負担や習い事等他の教育費の

負担があると感じている

高等学校等就学支援金により授業料の負担は感じな

いが、習い事等他の教育費の負担があると感じている

高等学校等就学支援金により授業料の負担は感じて

おらず、習い事等他の教育費の負担も感じていない

高等学校等就学支援金の対象でないが、授業料や他

の教育費の負担はないと感じている

１０．高等学校等における教育費の負担
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利用者のうち高等学校等に通う学生の親（あるいは本人）の34.9%が「高等学校等修学支援金の対象でなく、
授業料や他の教育費の負担があると感じている」と回答。
「授業料の支援を受けているが、授業料の一部負担や習い事等他の教育費の負担がある」、 「支援金により
授業料の負担は感じないが、習い事等他の教育費の負担がある」との回答もそれぞれ約2割。

Q.高等学校等における教育費の負担についてどのようにお考えですか。

利用者のうち高等学校等に通う学生の親（あるいは本人）の約8割が、高等学校等における教育費に
ついて負担を感じている。

80.7%


Graph1

		高等学校等就学支援金の対象でなく、授業料や他の教育費の負担があると感じている

		高等学校等就学支援金により授業料の支援を受けているが、授業料の一部負担や習い事等他の教育費の負担があると感じている

		高等学校等就学支援金により授業料の負担は感じないが、習い事等他の教育費の負担があると感じている

		高等学校等就学支援金により授業料の負担は感じておらず、習い事等他の教育費の負担も感じていない

		高等学校等就学支援金の対象でないが、授業料や他の教育費の負担はないと感じている



0.349

0.24

0.218

0.101

0.092
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		高等学校等就学支援金の対象でなく、授業料や他の教育費の負担があると感じている		34.9%

		高等学校等就学支援金により授業料の支援を受けているが、授業料の一部負担や習い事等他の教育費の負担があると感じている		24.0%

		高等学校等就学支援金により授業料の負担は感じないが、習い事等他の教育費の負担があると感じている		21.8%

		高等学校等就学支援金により授業料の負担は感じておらず、習い事等他の教育費の負担も感じていない		10.1%

		高等学校等就学支援金の対象でないが、授業料や他の教育費の負担はないと感じている		9.2%







42.6%

28.9%

23.5%

5.0%

公立学校に通学しているが、教材の購入費、塾の授

業料等教育費の負担があると感じている

公立学校に通学しており、教育費の負担はないと感じ

ている

私立学校に通学しており、学校の授業料、教材の購入

費、塾の授業料等教育費の負担があると感じている

私立学校に通学しているが、教育費の負担はないと

感じている

１１．義務教育課程における教育費の負担
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利用者のうち義務教育課程に通う児童・生徒の親（あるいは本人）の42.6%が「公立学校に通学しているが、教材の
購入費、塾の授業料等教育費の負担があると感じている」、23.5%が「私立学校に通学しており、教材の購入費、塾
の授業料等教育費の負担があると感じている」と回答。

Q.義務教育課程における教育費の負担についてどのようにお考えですか。

利用者のうち義務教育課程に通う児童・生徒の親（あるいは本人）の約7割が教育費の負担を感じている。


Graph1

		公立学校に通学しているが、教材の購入費、塾の授業料等教育費の負担があると感じている

		公立学校に通学しており、教育費の負担はないと感じている

		私立学校に通学しており、学校の授業料、教材の購入費、塾の授業料等教育費の負担があると感じている

		私立学校に通学しているが、教育費の負担はないと感じている



0.426

0.289

0.235

0.05
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		公立学校に通学しているが、教材の購入費、塾の授業料等教育費の負担があると感じている		42.6%

		公立学校に通学しており、教育費の負担はないと感じている		28.9%

		私立学校に通学しており、学校の授業料、教材の購入費、塾の授業料等教育費の負担があると感じている		23.5%

		私立学校に通学しているが、教育費の負担はないと感じている		5.0%







利用者の68.5%が「利用していないが、利用したい」、5.9%が「既に利用している」と回答。

１２-１．リカレント教育への利用意向

68.5%

25.6%

5.9%

利用していないが、利用したい

利用しておらず、利用する予定もない

既に利用している

Q.お子さま（贈与を受けたお子さまがご回答者さまの場合はご本人）が社会人になった後も、キャリアアップのため、
各種資格取得、語学や技術の習得、学校等での学び直しに必要な資金を利用したいと思いますか。
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約7割の利用者が、子ども（または本人）のキャリアアップのための各種費用にも資金を利用したいと回
答しており、リカレント教育への関心の高さがうかがえる。


Graph1

		利用していないが、利用したい

		利用しておらず、利用する予定もない

		既に利用している
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		利用していないが、利用したい		68.5%

		利用しておらず、利用する予定もない		25.6%

		既に利用している		5.9%

						既に利用している		利用していないが、利用したい		利用しておらず、利用する予定もない

						5.8		69.7		24.5







１２-２．リカレント教育への利用意向（使途）

73.4%

56.0%
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キャリアアップのための各種費用について「利用していないが、利用したい」または「既に利用している」と回答した
利用者のうち、約6割が「大学・大学院等の各種学校の費用」「各種資格取得の費用」と回答。

Q. （１２-１．で「利用していないが、利用したい」または「既に利用している」と答えた回答者に質問） 具体的な資金
の使途（予定含む）について、あてはまるものをすべて教えてください。（いくつでも）

大学・大学院等や各種資格取得を中心に、幅広い利用意向があり、人材育成に寄与することが期待される。

2.0%

23.2%

42.4%

43.3%

61.3%

61.9%

0% 20% 40% 60% 80%

その他

デジタル関係の技術習得の費用

語学習得の費用

海外留学の費用

各種資格取得の費用

大学・大学院等の各種学校の費用


Graph1
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		デジタル関係の技術習得の費用		デジタル関係の技術習得の費用

		語学習得の費用		語学習得の費用

		海外留学の費用		海外留学の費用

		各種資格取得の費用		各種資格取得の費用

		大学・大学院等の各種学校の費用		大学・大学院等の各種学校の費用
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		列1		列2		列3

		その他		2.0%		98.0%

		デジタル関係の技術習得の費用		23.2%		76.8%

		語学習得の費用		42.4%		57.6%

		海外留学の費用		43.3%		56.7%

		各種資格取得の費用		61.3%		38.7%

		大学・大学院等の各種学校の費用		61.9%		38.1%







１３．（ご参考）本制度を知ったきっかけ

73.4%

56.0%

20

本制度を知ったきっかけについて、59.0%が「知人や親族からの紹介」、23.0%が「金融機関の窓口での紹介」と回答。

Q.あなたがこの商品（制度）を知ったきっかけは何でしょうか。（いくつでも） 

本制度の利用者について、「知人や親族からの紹介」や「金融機関の窓口での紹介」といった「紹介」を
通じて本制度を知った割合が大きい。
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ポスターやチラシ

インターネット広告
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金融機関の窓口での紹介

知人や親族からの紹介
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		列1		列2		列3

		その他		9.0%		91.0%

		信託協会ホームページ シンタクキョウカイ		1.3%		98.7%

		テレビコマーシャル		2.9%		97.1%

		ポスターやチラシ		3.9%		96.1%

		インターネット広告 コウコク		7.0%		93.0%

		新聞 シンブン		9.8%		90.2%

		金融機関の窓口での紹介 キンユウキカンマドグチショウカイ		23.0%		77.0%

		知人や親族からの紹介 チジンシンゾクショウカイ		59.0%		41.0%
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